
福岡県教育委員会後援名義使用申請要領（社会教育課所管分）
１　留意事項
　◎本課所管は、「文化的事業」並びに「社会教育事業」に限ります。その他の事業の場合は、教育庁の他課が所管することになります。ただし、参加者が学校教育関係者に限定される場合は、上記事業でも他課が所管することがあります。
　◎本課で後援する事業は、県域全体への振興が図られるものです。
※参加者が地域限定の事業である場合、事業実施地域の最寄りの教育事務所（福岡・北九州・北筑後・南筑後・筑豊・京築）に申請してください。
　◎事業は、公共性が高く、専ら政治活動、宗教活動、営利活動を目的としないものであることが条件です。
　◎申請から回答までに１ヶ月ほどかかりますので、行事開催日の１ヶ月前まで、印刷物に名義を入れる場合は入稿の１ヶ月前までに申請してください。
　〇文化的事業である場合、芸術的、文化的に優れているとともに、子どもの文化普及に資する事業であり、本県の教育・文化の振興が図られていることが条件です。
　〇社会教育事業である場合、本県の社会教育に一層の振興が図られる事業であることが条件です。
２　提出書類及びそれに係る留意事項等
（１）後援依頼申請書
　　①様式「後援名義使用等申請書」に従い、必要事項を記入してください。様式にこだわる必要はありませんが、必要事項は必ず具備してください。
　　②例年申請される場合は、必ず前回の「許可通知書」の文書番号等を記入してください。
　　　※例「○○教社第○○号－○○」
　　③「福岡県教育委員会賞」賞状の交付申請をする場合は、必要枚数を必ず記入してください。
　　④参加費が高額である場合、許可しないことがあります。
    ⑤参加対象者が申請団体構成員のみの場合や、県民の多数の参加が見込めない場合、会場が県外であるなど、県民の参加に困難を要する場所である場合は、原則として後援の対象となりません。
　　⑥文化的行事の場合、子どもの文化普及にどう資する事業であるか、事業の趣旨に必ず記入してください。（例：○○展覧会を通じて、福岡県における△△美術の振興を図る。また、子どもたちが△△美術に触れることで、その認識を深め、豊かな感性を育むことができる。また、△△美術の継承・発展に寄与できる。）
（２）誓約書（別紙様式）
※主催者が複数ある場合、全団体の誓約書が必要です。ただし、次に掲げる団体は不要です。
　　　①国若しくは地方公共団体若しくはその機関又はこれらに準ずるもの
　　　②公益社団法人、公益財団法人又はＮＰＯ法人
　　　③公務員のみで組織される学校教育団体又は社会教育団体
（３）添付書類等
　　①開催要項や企画書等
　　②収支予算書　※参加費無料の場合は不要です。
　　③団体の概要がわかるもの（規約・組織図・構成員等）　※例年申請の場合は不要です。
　　④返信用封筒
※返信先住所・氏名を明記の上、８４円切手を貼付したもの。
※許可等回答の書類を郵送しますので、電子メール申請の場合にも必要です。

　　◎例年申請の場合は、前回開催分のパンフレット等

※「後援　福岡県教育委員会」と表示されているもの。
３　申請先
    福岡県教育庁教育振興部社会教育課　後援許可担当者　宛
    〒812-8575 　福岡市博多区東公園７－７
    ＴＥＬ（０９２）６４３－３８８６（文化的事業）
        　（０９２）６４３－３８８７（社会教育事業）
　　ＦＡＸ（０９２）６４３－３８８９
    E-mail　ksyakai@pref.fukuoka.lg.jp
